
○ 副社長の倉坂でございます。

○ 本日はまず、第2四半期決算及び今期業績予想の概要についてご説明したのち、中計の進捗等につ

きましてご説明いたします。

○ それでは資料の2ページをご覧ください。





○ 第２四半期につきましては、移動需要の回復、好調なインバウンド需要により、連結営業収益7,699億円、連

結営業利益1,062億円、連結四半期純利益671億円と3期連続の増収増益となりました。

○ 対計画では、想定を上回るインバウンド需要と、資源価格の状況を踏まえた動力費等の減、各事業の上振れに

より、営業利益では想定を140億円ほど上回る実績でした。

○ コスト構造改革の取り組みにつきましては、第2四半期で▲140億円の削減と計画どおりに進捗しています。

○ 通期業績予想につきましては、上期実績の反映や、今後のご利用見通しをアップデートし、連結営業収益を

15,850億円、連結営業利益を1,400億円、連結当期純利益を800億円に上方修正いたします。

○ 配当予想についても、業績予想の上方修正に伴い、株主還元の方針に基づいて、1株あたり+15円増配の年

間115円といたします。

○ なお、設備投資計画については、期初計画から変更はございません。

○ それでは事業別に決算概要をご説明いたします。次のページをご覧ください。
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○ まずはモビリティ業です。

○ 第2四半期累計の運輸収入は、4,071億円でした。これは、コロナ前となる19年比では89.9％、18年比では

94.3%の水準です。全体として想定を50億円ほど上回る実績でした。

○ 内訳はご覧のとおりですが、新幹線収入のうち、山陽新幹線が1,947億円、北陸新幹線が196億円でした。

○ 山陽新幹線の基礎的なご利用は4月から7月末まで84%で推移すると計画していましたが、7～9月はやや上振

れて89%の実績でした。これにインバウンド等の上積みがあり、新幹線トータルで想定を上回る実績となりました。

一方、近畿圏定期外の基礎的なご利用は計画の92％を少し下回り、90％という水準でした。

○ コストについては、構造改革は▲140億円の実績となり、年間▲310億円の計画に対して順調に進捗しておりま

す。

○ 加えて、資源価格の下落等により、電力料金に関わる動力費等が想定を下回っており、営業利益は705億円と

なっております。

○ 次のページをご覧ください。
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○ 流通業です。

○ 第2四半期累計は、前年対比+206億円の増収、営業利益は同じく+62億円増益の67億円となりました。駅

構内店舗、ビジネスホテル、百貨店ともに堅調に推移しています。

○ コンビニや土産の売上、ビジネスホテルのご利用が好調に推移しており、第2四半期時点においては、想定を上回

る状況と認識しています。物販・飲食業においては、構造改革の成果により第2四半期の営業利益としては過去

最高益でした。

○ 次のページをご覧ください。
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○ 不動産業です。

○ 第2四半期は、前年対比+110億円の増収、営業利益は同じく+52億円増益の212億円でした。

○ 不動産賃貸・販売業では、住宅販売が好調に推移したこと等により収益は対前年増、また、需要回復に伴うSC

売上高やホテルの宿泊収入の増により、SC業、ホテル業はそれぞれ増収増益となりました。SC業は第2四半期の

営業利益としては過去最高益となりました。ホテル業は、宴会需要も新型コロナウイルスの分類変更を契機に上

向き傾向にあります。

○ 次のページをご覧ください。
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○ 旅行・地域ソリューション業です。

○ ツーリズム事業は、全国旅行支援の後押しによる国内旅行の増と堅調なインバウンド利用により対前年増収。ソ

リューション事業は、新型コロナ関連の特需が第1四半期では継続しており、全体として、前年比+325億円の増

収、営業利益は+34億円増益の65億円と、第2四半期時点では、過去最高益となりました。

○ ソリューション事業に加えて、ツーリズム事業の国内旅行やインバウンドが好調に推移している状況と認識していま

す。

○ 次のページをご覧ください。
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○ 通期業績予想の概要についてご説明いたします。

○ 全体としては、レジャー・観光等の需要回復とインバウンド需要の増によりトップラインが上振れし、一方、費用につ

いては足元の資源価格を反映した動力費等の減などにより、連結営業利益は期初計画より+250億円増の

1,400億円に上方修正いたします。

○ モビリティサービス分野の回復が想定を上回り、下期想定においてもモビリティサービス分野を中心に業績を押し上

げています。

○ モビリティ業については、それらに加え、運賃料金見直しメニューの追加も踏まえて170億円の増益を見込んでおり

ます。

○ 流通業については、コンビニ、土産やビジネスホテル事業が好調であり、上期の上振れ分と合わせて下期の見通し

も変更しております。

○ 不動産業については、不動産販売の増、ショッピングセンター業の費用の見通しをやや引き下げ、営業利益として

は+20億円上方修正しております。

○ 旅行・地域ソリューション業についてはワクチン接種事務局等のソリューション事業が好調に推移したことを踏まえ、

営業利益を+25億円上方修正しております。

○ 率直に申し上げまして、業績予想はやや保守的に見えるかと思いますが、全体としてはまだ流動的な要素もあり、

今回の予想とさせていただきました。

○ 次のページをご覧ください。
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○ 運輸収入の想定見直しについてご説明いたします。

○ 基礎的なご利用については、新幹線は、レジャー・観光需要の回復による足元のご利用状況も踏まえ、下期を通

して90%程度で推移する、と見通しを変更しております。

○ 一方、近畿圏定期外については、上期は90%程度で推移しており、下期も90%程度で推移する見通しとして

おります。

○ インバウンド収入は、想定を上回る回復状況を反映して、通期330億円としております。

○ その他、期初計画に織り込んでいなかった運賃・料金の見直しによる増収効果を反映し、運輸収入全体として通

期で100億円増の8,170億円に上方修正しております。

○ 次のページをご覧ください。
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○ 単体営業費用の想定についてご説明いたします。

○ 足元の為替や資源価格の状況を反映し、外部要因によるエネルギーコスト増を期初より90億円引き下げ、20.3

期比+210億円に見通しを修正しております。

○ その他、収入連動費用の増などを反映し、通期で対期初計画▲55億円の8,275億円の見通しに変更いたしま

した。

○ 構造的コスト削減については、計画どおり進捗しており、見通しの変更はございません。

○ 次のページをご覧ください。
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○ 財務戦略については、資本コストのコントロールとインフラサービスを担う企業としての財務健全性の両面から資本

構成を考えてまいります。

○ 資本コストについては、金利水準や事業ポートフォリオの再構築により適切な水準は固定的ではなく変化するもの

ととらえておりますが、当面は3%台を目安としてまいる所存です。

○ こうした考え方のもと、資源配分は、成長投資による利益水準拡大と合わせ、自社株取得も含めた機動的な資

本政策も実施しながら、EPSの回復に取り組んでまいります。

○ 引き続き、業績の状況や、みなさまのご意見もうかがいながら、継続的にアップデートしてまいります。

○ 株主還元方針は期初から変更はございませんが、今回の業績の上方修正を踏まえまして、配当性向35%以上

の方針に基づき、一株当たり+15円増配し、年間115円を予定しております。

○ 次のページをご覧ください。
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○ 財務KPIの進捗については、業績予想の上方修正を踏まえてご覧のとおりとなっております。それぞれ順調に進捗

していると認識しております。

○ 次のページをご覧ください。
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○ 中計2025の実現に向けて、各施策は着実に進捗しております。

○ 今期にも、まちづくりプロジェクトのひとつであるJPタワー大阪の竣工や、デジタル戦略の基盤整備、サービス開始等、

ライフデザイン分野として位置付けている事業を進めております。来期以降も大阪や広島のプロジェクト開業、デジ

タル戦略による顧客基盤の拡大などの施策が控えています。当初は先行費用や開業経費等により経費が重くな

ると考えていますが、長期的なグループのシナジーを活かす成長戦略としてしっかり取り組んでまいりたいと考えてい

ます。

○ 今後詳しくお示しできることもあろうかと思いますが、現時点における今期の主な施策はご覧のとおりとなっておりま

す。

○ これらのうちから、主なものについて簡単にご説明いたします。

○ 次のページをご覧ください。
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○ モビリティ業に関わる運賃料金に関する取り組みについてご説明いたします。

○ まず、届出の範囲内での運賃料金の見直しについては、競合環境等を踏まえながら、今年4月あるいは10月より、

資料に記載の取り組みを進めております。

○ 一方、認可に関わる事柄について、国の方で進められております「鉄道運賃・料金制度のあり方に関する小委員

会」にて収入原価算定要領の見直しの方向性案が公表されており、一定の改善がなされる見通しであります。

○ 具体的な制度設計は現在検討中と認識しておりますが、具体案を見極めながら適宜運賃改定の余地を検証し

ていくことになろうかと存じます。また、値上げについては総括原価方式による基準のみならず、競合環境を踏まえ

て検討していくことになります。

○ 次のページをご覧ください。
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○ ローカル線については、22年4月より、一日当たり輸送密度2,000人未満の17路線30線区について、線区別

収支率などを開示しています。

○ 様々な形で自治体など地元と議論を開始していますが、この10月より改正地域交通法が施行され、ローカル線

の再構築議論の仕組みが創設されました。当社からは、10月3日に芸備線の備中神代～備後庄原間の68.5

キロについて、再構築協議会の設置を全国で初めて国に要請しております。

○ また、北陸の城端線・氷見線については、輸送密度2,000人を上回っている線区ではありますが、かねてより地元

と議論してきました。7月に城端線・氷見線再構築検討会が地元により設立され、当社も議論に参加しておりま

す。地元が求める最適な交通体系の検討に当社も議論に参加しながら尽力していきたいと考えております。

○ 次のページをご覧ください。

15



○ デジタル戦略については、様々な場でご説明してきましたが、WESTERアプリ、グループ共通のポイント制度やモバ

イルICOCAなどの基盤をようやく整えることができました。

○ データやデジタル技術を駆使し、お客様一人ひとりとグループの多様なサービスをつないでいきたいと考えています。

○ まだ様々なサービスや取り組みを始めたばかりで仮説を検証しているところではありますが、鉄道利用によって獲得

したポイントをグループのショッピングセンターでご利用いただいているような動きなど、グループ事業の成長や鉄道の

空きアセット活用による効率性向上の兆しが見えつつあるところです。

○ 9月末現在WESTER会員数は700万人となり、この1年で170万人増えており、更なる会員数、また、そのうちア

クティブ会員数を増やしていくことで、グループ内での利用頻度拡大や顧客単価の向上を目指していきます。

○ 次のページをご覧ください。



○ 続いて地球環境についてです。

○ 当社単独の再エネの取り組みのほか、鉄道業界一丸となって鉄道の環境優位性を広くお伝えする取り組みにより、

脱炭素社会に向けた行動変容の促進も始めたところです。

○ 脱炭素社会への移行を機会として最大限に活かしつつ、グループ事業活動を通じて持続可能な社会づくりに貢

献していきます。

○ 次のページをご覧ください。
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○ 当社グループを取り巻く経営環境は大きく変化しており、経営戦略の変化に伴い、人財戦略も大きな転換点を迎

えています。

○ ワークエンゲージメントについては、人財は「心をもつ資本」であり、社員一人ひとりのパフォーマンスは会社やチーム

との関係性によって大きく変化すると考えています。4半期に1度、ワークエンゲージメントに関わる状況や課題をリア

ルタイムで把握し、取り組みのPDCAを着実に回すことで、非財務KPIの「いきいき職場率88%」の達成を目指し

ていきます。

○ また、社員のやりがい向上と、高頻度で社会に対する新たな価値や変化を創出する働き方を実現するため、デジ

タルを最大限に活用できる企業を目指し、デジタルツールの活用と組織風土や文化の変革を推進しています。

○ 高度デジタル人財の採用・育成としては、この10月にTRAILBLAZER社を設立し、各プロジェクトに人財をアサイ

ンすることで、JR西日本グループのデジタル施策の実現を加速させていきたいと考えています。

○ その他、カムバック採用の開始や、配偶者等の転勤への同行・休職制度の新設など、ダイバーシティ・インクルージ

ョンやワークエンゲージメントに関わる具体的な取り組みも今期より実施しています。
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○ 簡単にご説明させていただきましたが、決算・業績予想の詳細やその他の施策のご紹介は20ページ以降に記載し

ておりますので、後ほどご覧ください。

○ 私からの説明は以上です。
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